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～脱炭素・AIが牽引役に～

初めに

米国ではFRBが利上げを今回見送りましたが、欧州ではECBが新たな利上げに踏み切るなど、
世界経済はまだまだ落ち着かないようです。しかし、その中で日本だけは違います。6月23日
付けの日本経済新聞を見ると、日本経済新聞社がまとめた2023年度の設備投資動向調査におい
て、企業の設備投資は極めて好調のようです。全産業の設備投資計画額は前年度実績比16.9%
増の31兆円となり、初めて30兆円を超えました。EVの世界的な需要拡大で自動車関連の投資
が活発になり、また、人手不足の中でAIなど生産性を向上させるデジタル分野の投資も目立ち
ます。

トヨタはEV向け電池に注力

トヨタ自動車は、米国にEV向け電池工場を建設するなど、17年ぶりに最高となった前年度
から更に15.8%積み増しし、計画額は1兆8,600億円となりました。パナソニックホールディン
グスは前年度比2.3倍の7,000億円を計画し、約半分を米国カンザス州の電池工場稼働などのEV
向け電池の増産などに充てる計画です。NTTは前年度比7.4%増の2兆円で、そのうち約1兆円は、
AIの普及で世界的に需要拡大が見込まれるデータセンターの拡充などに充てる、としています。

世間に役立つ設備投資

ここまで紹介した企業を見て気が付いたことがあります。それは、その設備投資が単に利益
を求めるためのものではなく、世間に役立つものとなっていることです。EVであれば脱炭素、
AIであれば人手不足社会への対応など、それぞれ現代社会の抱える課題が組み込まれており、
以前に当レポートで紹介した近江商人の「三方よし」を思い出させるものもありました。

日本企業の設備投資が好調なわけ

設備投資が好調なのは日本企業のみならず他国でも同様と思いますが、さらに日本企業に
とっては設備投資を容易に進める要因が二つあります。一つは、日本の景気が好調なことです。
日経平均のバブル期以降の高値更新が示すように、現在の日本の景気が好調であることは間違
いありません。二つ目は、日銀が依然として異次元緩和を続けていることです。これにより、
日本企業は安い金利で資金を調達できます。このような設備投資が日本企業の競争力に繋がり、
今後の日本経済を成長させると期待しています。


